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【寄稿】

Yuichi Tanaka :文部科学省初等中等教育局特別支援教育課

　平成19年4月1日に「特別支援教育の推進につ
いて（通知）（文部科学省, 2006）（以後、通知と言
う）」が出されてから、この通知に基づき、全て
の学校園において特別支援教育の体制整備が行わ
れ、発達障害を含めた特別な支援を必要とする幼
児児童生徒への理解が進み、指導の充実が図られ
てきている。その後、平成19年9月に日本国が
署名した「障害者の権利に関する条約」を批准す
るに当たり、インクルーシブ教育システムの構築
に向けて、様々な制度改正等が行われた。
　その中でも、合理的配慮の提供は大きな動きで
あり、平成24年7月に出された「インクルーシブ
教育システムの構築のための特別支援教育の推
進（報告）」（中央教育審議会初等中等教育分科会, 
2012）、平成28年4月に施行された「障害を理由
とする差別の解消の推進に関する法律（いわゆる
障害者差別解消法）（内閣府, 2013）」、平成27年
11月26日に告示された「文部科学省所管事業分
野における障害を理由とする差別の解消の推進に
関する対応指針」（文部科学省, 2015）は、インク
ルーシブ教育システムや合理的配慮の提供を支え
るための、とても重要なものである。
　インクルーシブ教育システム構築や適切な合理
的配慮の提供のための文部科学省の取組として、
法律等の制度の改正以外に、事業による地方公共
団体のインクルーシブ教育システム構築支援、校
長会等の様々な場面における理解啓発などが挙げ
られるが、近年の大きな動きは学習指導要領の改

訂である。
　平成26年11月に文部科学大臣からの諮問「初
等中等教育における教育課程の基準等の在り方に
ついて」（中央教育審議会, 2014）を受け、中央教
育審議会初等中等教育分科会教育課程部会に設置
された教育課程企画特別部会で審議が重ねられ、
平成27年8月に「教育課程企画特別部会における
論点整理について（報告）」（中央教育審議会初等
中等教育分科会教育課程部会教育課程企画特別部
会, 2015）が取りまとめられた。
　諮問においては、障害者の権利に関する条約に
掲げられたインクルーシブ教育システムの理念を
踏まえ、全ての学校における発達障害を含めた障
害のある子供たちに対する特別支援教育を着実に
進めていくための見直しなどが求められた。
　論点整理においては、特別支援教育について、
全ての学校や学級に、発達障害を含めた障害のあ
る子供たちが在籍する可能性があることを前提と
して、幼稚園教育要領、小・中・高等学校学習指
導要領において特別支援教育に関する記述の更な
る充実や、障害の状態の多様化に対応した特別支
援学校学習指導要領の改善・充実、さらに、幼稚
園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等
との間での教育課程の円滑な接続などについての
検討の必要性が示された。
　その検討の結果、「次期学習指導要領等に向け
たこれまでの審議のまとめ」（中央教育審議会初
等中等教育分科会教育課程部会, 2016a）が平成
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28年8月26日に示され、同年12月21日に「幼稚
園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校
の学習指導要領等の改善及び必要な方策等につい
て（答申）」（中央教育審議会, 2016）を取りまと
めた。
　具体的には、特別支援教育部会において、各教
科等の目標を実現する上で考えられる困難さに
対する必要な指導・支援の改善・充実の方策に
ついて議論され、特別支援教育部会の取りまと
め（中央教育審議会初等教育分科会教育課程部会, 
2016b）で各教科等の学習の過程で考えられる困
難さの状態に対する指導・支援の工夫の意図と手
立ての例が示された。また、各教科等のワーキン
ググループでも議論がなされ、各教科の取りまと
め（中央教育審議会初等教育分科会教育課程部会, 
2016b）に手立ての例が記述された。
　これらの各教科における手立ての例は、全ての
子供がわかる授業づくりに通じる内容であること
は言うまでもない。授業における手立てを考える
際には一読することをお勧めする。これらの手立
ての例は学習指導要領の改訂の中で議論されてい
るが、教育課程の変更を要するものではないため、
現行の学習指導要領でも実施することができる内
容である。改訂を待たずとも、読んだその日から
取り組んでいただきたい。
　また、前出の「インクルーシブ教育システムの構
築のための特別支援教育の推進（報告）」では、
「基礎的環境整備」を進めるに当たって、ユニ
バーサルデザインの考え方も考慮しつつ進めていく
ことが重要である、と書かれている。ユニバーサ
ルデザインとは、権利条約第 2条において、調整
又は特別な設計を必要とすることなく、最大限可
能な範囲ですべての人が使用することのできる製
品、環境、計画及びサービスの設計をいう。この
考え方に基づいて、「全ての子供がわかる授業」
をユニバーサルデザインの授業と呼ぶこともある。
　つまり、通常の学級において、一斉指導を行う
場合、合理的配慮の前提となる基礎的環境整備と
して、「全ての子供がわかる授業づくり」を行う
ことが重要ということである。このことは、合理

的配慮を行う、行わないという判断をする以前に、
どんな学級集団の場合であっても、大前提となる
ことを意味する。さらに言えば、このような授業
づくりをせずに、合理的配慮や個別の配慮を行う
ことは考えにくい、ということでもある。
　この考え方は、通常の学級よりも少ない人数で
授業を行う場合が多い特別支援学級や特別支援学
校の一斉指導の場面においても、同様に考えるこ
とができるだろう。
　様々な「全ての子供がわかる授業」を参観した
経験から、そのような授業づくりを進めるに当
たって、検討すべき重要なポイントを3点述べた
い。
　ひとつめは、「全ての子供」とは誰を指すのか、
ということである。「全ての子供がわかる授業」
と言った場合、多くは障害の特性から難しさが生
じる場合も含めた授業の理解が難しい子供をター
ゲットにしている。しかし、「全ての子供」とは、
理解が早い子供、もっと学びたいと思っている子
供も含まれているということを忘れてはならな
い。
　ふたつめは、「わかる」ということである。「参
加する」ことを保障している授業はたくさん見て
きた。しかし、全ての子供が「わかる」レベルま
で到達したと言える授業は、どれだけあるだろう
か。全ての子供が「参加する」授業は見ることは
あっても、全ての子供が「わかる授業」はなかな
か見ることはない。
　最後は、全ての学級、全ての子供に共通した方
法があるのか、ということである。この答えは、
これからの授業研究の成果を待つ必要があるかも
しれないが、あるひとつの授業方法で全ての子供
がわかるようになるのか、という疑問を常に持ち
続けることが必要だろう。また、授業がうまくいっ
た時でさえ、集団が変われば同じ方法を行っても
同じような成果がみられるとは限らない、という
考え方も必要となってくるだろう。
　そのような授業づくりの研究を行うに当たって
は、学校全体での組織的、計画的な取組が必要と
なってくる。より大きな成果をもたらすには、幼
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稚園や小学校、中学校といった地域単位や、設置
者である自治体単位での取組も大切であろう。
　文部科学省では、通常の学級において「全ての
子供がわかる授業づくり」の取組を推進するため
に、様々な取組を行っている。例えば、周囲の環
境の影響によって生じる、学習面や行動面で何ら
かの困難を示す児童生徒の学校生活への不適応を
防ぐための指導方法の改善、早期支援の在り方に
ついて研究するモデル事業を行っている。また、
高等学校段階の特別支援教育の一層の充実を図る
ため、指定校において自立活動等担当教員を配置
して、小・中学校で実施されている通級による指
導と同様の取組を、高等学校において研究するモ
デル事業もある。その事業では、一斉授業におい
て理解しやすい授業づくりに関する研究も実施し
ている。例えば、一斉授業場面でのICT機器の
活用やプリントの工夫を含めた指導方法の改善や
教科の枠を越えた授業研究会の実施などに取り組
んでいる高等学校があった。ぜひ、このような取
組も参考にしていただき、地域や学校、各学級で、
全ての子供がわかる授業づくりの取組を推進して
ほしい。
　最後に、「全ての子供がわかる授業」を広める
には、教職員の一人一人の努力はもちろん大切だ
が、「チームアプローチ」と「発信力」という視点
が重要である。つまり、教員一人が頑張ってもそ
の成果には限界がある。学校というチーム、地域
というチームが一体となって取り組み、情報を共
有し、その成果を周りに発信することが最も重要
である。ぜひ授業実践を文字化し、発信すること
に力を注いでいただきたい。
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